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大規模災害時に向けた公衆衛生情報基盤の構築に関する研究 
 

研究代表者 金谷泰宏 国立保健医療科学院 健康危機管理研究部 

 

研究要旨 

 東日本大震災を踏まえた災害対策基本法の改正に伴い、「災害発生時における積極的な情

報の収集・伝達・共有を強化」、「地方公共団体間の応援の対象となる業務を、消防、救命・

救難等の緊急性の高い応急措置から、避難所運営支援等の応急対策一般に拡大」が盛り込ま

れた。とりわけ、避難所運営支援として、避難所に退避した被災者の健康管理、避難所の環

境衛生管理があげられている。このような課題の解決の手段として、クラウド技術を用いた

被災地域の保健医療福祉ニーズの把握は、効果的な支援を行う上で不可欠であり、今後の発

生が想定されている東海、東南海地震への活用が期待される。本研究では、平成 23 年度に

構築された災害時公衆衛生従事者緊急派遣等システムを基本に、自治体における保健部局

と、DMAT、DPAT 等が被災地域（者）の保健医療情報を迅速かつ的確に収集・評価するため

のシステム構築と人材育成プログラムの開発を行った。 

 

（研究分担者） 
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鶴和美穂 国立災害医療センター臨床研究部 
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Ａ.研究目的 

 東日本大震災を踏まえ、災害対策基本法が改正

されたところであるが、この中で、「災害発生時

における積極的な情報の収集・伝達・共有を強化」、

「地方公共団体間の応援の対象となる業務を、消

防、救命・救難等の緊急性の高い応急措置から、

避難所運営支援等の応急対策一般に拡大」が盛り

込まれたところである。とりわけ、避難所運営支

援として、避難所に退避した被災者の健康管理、

避難所の環境衛生管理があげられている。これら

の課題の解決の手段としてクラウド技術を用い

た被災地域の保健医療福祉ニーズの把握は、効果

的な支援を行う上で不可欠であり、今後の発生が

想定されている東海、東南海地震への活用が期待

される。厚生労働省においては、健康危機管理に

関わる自治体職員の訓練用システムとして、平成

23 年度に災害時公衆衛生従事者緊急派遣等シス

テム（以下、「災害時公衆衛生システム」という。）

を国立保健医療科学院(以下、「科学院」という。) 

内に構築したところである。本システムは、発災

時においては、被災地域における公衆衛生情報を

収集し、市町村、都道府県、国のレベルで情報を



 

共有することで、最適な被災者の保健医療福祉ニ

ーズに応じた支援を可能とするものである。一方

で、本システムを災害時において稼働させるため

には、平時からシステムに慣れることが必要であ

るとともに、災害発生後より速やかに公衆衛生情

報を収集できることが求められる。実際の大規模

災害を想定した場合、限られた自治体職員によっ

て情報収集を行うこととなるため、発災直後より

支援に必要とされる公衆衛生情報を集めるには、

自治体の保健部局と、災害医療支援チーム（DMAT）、

災害派遣精神医療チーム（DPAT）等の関係機関間

での情報の相互互換性を保持させることが必要

となる。本研究では、災害時公衆衛生システムに

より被災地域の公衆衛生情報と DMAT、DPAT 等の

支援チームが有する情報との互換性を検討する

とともに、収集された情報を評価・分析するため

のツールの開発を進める。とりわけ、本システム

のメインユーザーとなることが想定される保健

師向けの機能の強化の一環として、「大規模災害

に お け る 保 健 師 の 活 動 マ ニ ュ ア ル

(http://www.nacphn.jp/saigai-manyuaru.html）」のシステム

への取り込みを進めるとともに端末操作ならび

に教育訓練プログラムの開発を行う。 

 

Ｂ.研究方法 

(1)災害時における公衆衛生情報基盤の構築 

 本研究では、システムとして、クラウド技術と

顧客管理（Customer Relation Management：CRM）システ

ムを採用した災害時公衆衛生システム（平成 23

年度に国立保健医療科学院に導入）を用いる。 

また、調査項目については、保健師長会でとりま

とめられた「大規模災害における保健師の活動マ

ニュアル」の調査報告様式を参考に、調査項目を

抽出し、アセスメントの目的に応じた項目の整理

を行う。EMIS が平成 26 年８月に改訂されたこと

から、保健部門が災害時に活用すべき項目につい

て、埼玉県における保健行政を含む保健関係者と

の健康危機管理研修を通じて検証し、検討、整理

を行う。また、平成 25 年度に内閣府より示され

た「避難所における良好な生活環境の確保に向け

た取組指針（内閣府 平成 25 年 8 月）」を踏まえ、

栄養管理についての項目を検証する。 

 (2)災害時における保健活動の高度化 

 前年度の研究において検討した、大規模災害時

における保健活動の高度化に向けた研修プログ

ラム案をベースに、自治体主催の研修対象者（新

任期，中堅期，管理期含む）にあわせ目標や方法

の一部をモディファイしシミュレーション演習

プログラムを策定した。演習プログラム策定には、

過去の大規模災害時における保健活動の実際例

に基づき、具体的に想定されうる状況設定に基づ

く演習プログラムを策定した。グループワーク演

習時の反応、協議結果内容の分析、事後意見交換

から、演習プログラムの効果について検証を行う。                        

(3)災害時における要援護者情報の把握          

①妊婦、乳幼児対策に関する情報の収集 

 産婦人科医、助産師、災害医療専門家によって

構成されるワーキング・グループで母子救護マニ

ュアル、チェックリスト、アクション・カード、

避難所母子入所者名簿、母子避難所ゲーム等災害

時に必要となる様々なツールを開発し、いくつか

の自治体における災害時母子救護研修で検証す

る。また、助産師会、地元ボランティア団体、周

産期医療関係者に対する研修において、研修内容

やツールを検証し、改善を行う。 

②災害時における精神保健医療情報の収集 

 DMHISS（災害精神保健医療情報支援システム）

で得られる項目について、平常時（支援チームの

事前登録）、初動時（支援チームの派遣調整）、活

動時（活動記録の収集）、活動後（活動記録の集

計や分析）の 4 つに分けて、それぞれのフェーズ

毎に把握すべき情報について、東日本大震災にお

ける活動等に基づき項目の抽出を行う。 

 (4)自衛隊衛生部門と保健行政の連携                      

 災害派遣により避難所に対する救護活動を実

施する自衛隊の衛生部隊と保健行政との相互連



 

携について防衛省・自衛隊衛生部局関係者に対す

るヒアリング行い、災害時に向けた平時からの連

携の在り方について課題の抽出を行う。また、

DMAT 隊員に対する聞き取り調査を行い、防衛省・

自衛隊と共有すべき情報について検討する。        

(5)被災者支援に向けたアセスメント手法の構築                  

 東日本大震災の発災当時における避難所支援

の課題について、岩手県及び宮城県沿岸部におけ

る医療機関、行政機関等が有する当時の避難所支

援に関する記録を踏まえ、国際的な人道支援の観

点から発災直後から復興期に至るまでの期間に

おいてアセスメントに求められる項目とシステ

ム調査項目との整合性の検証を行う。 

  

(6)国事業への反映                                     

 本研究の成果については、国の委託を受けて国

立保健医療科学院が実施する健康危機管理研修

（実務編、高度編）、災害時公衆衛生情報支援シ

ステムへの反映を行う。 

 

(倫理面への配慮) 

 該当なし。 

  

Ｃ.研究結果 

(1)災害時における公衆衛生情報基盤の構築 

 健康危機管理に関わる自治体職員の訓練用シ

ステムとして、平成 23 年度に災害時公衆衛生シ

ステムが構築された。本システムは、被災地域に

おける公衆衛生情報を収集し、市町村、都道府県、

国のレベルで情報を共有することで、最適な被災

者の保健医療福祉ニーズに応じた支援を可能と

するものである。しかしながら、本システムにつ

いては、教育訓練用として院外からのアクセスは

困難である。そこで、平成 26 年度に EMIS 内に避

難所における保健医療情報を把握するための項

目が新たに加えられたことから、当該システムよ

り登録された項目を自動的に CSV 形式で災害派遣

システムと相互に交換できる構造とした。一方、

災害時健康危機管理支援チーム（仮称）に求めら

れるシステムとして、災害情報収集については、

EMIS の活用で十分であることから、災害時におけ

る派遣要員の調整システムの開発と実装が求め

られる。当該派遣調整システムには、都道府県（政

令市を含む。）より①派遣可能な人員数、②派遣

期間、③派遣される職員の職種、④過去の健康危

機管理研修等の受講歴を登録させ、派遣を必要と

する被災都道府県からの派遣ニーズに合致した

職員を最適かつ迅速にマッチングできるシステ

ムの構築を平成 26 年度中に行い、平成 27 年度よ

り稼働させる新 H-CRISIS に組み込む段階まで進

めることができた。 

 

(2)災害時における保健活動の高度化 

 災害時保健活動の教育の実態は、全国的に十分

な取り組みがなされているとはいえない。また、

災害時に保健活動の中核となることが期待され

る管理的立場の保健師においても、教育・経験不

足が有事対応への自信の乏しさにつながってい

るなど系統的な教育の必要性が示唆されている。

災害時には自治体内の保健活動の中枢として役

割が担えるとともに、平常時においても災害に備

えた体制整備の推進者となりうることを目標と

する実践演習を含めた保健師のリーダー養成研

修プログラムを検討した。 

(3)災害時における要援護者情報の把握 

①妊婦、乳幼児対策に関する情報の収集 

 災害時に母子を扱う制度設計がなされていな

い現在、このようなツールを用いて、地方自治体、

保健医療機関、消防、警察、住民が一緒に災害時

母子救護について学ぶ研修をサポートすること

で、平時より関係者が次世代に関する連携を作り、

人間関係を構築する必要性が明らかになった。 

②災害時における精神保健医療情報の収集 

 DMHISS で得られる項目としては、チーム名、班

名、所属、派遣期間、派遣先、活動年月日、記録

者、活動場所、班の構成、住民支援（相談対応延



 

人数、相談経過、相談方法、相談場所、他機関・

チーム同席、相談者と本人との関係、性別、年齢、

被災状況、相談の背景、相談の契機、これまでに

診断されている、または、これまでに発症が疑わ

れる病名、発症時期、現在の治療状況、処方され

ている内容、症状、精神科医師が診察した延人数、

診断病名、発症時期、処方内容、集団活動、健康

調査、ケース会議）、支援者支援、普及・啓発、

人材育成・研修、職員研修、調査・研究、会議・

コーディネート、その他の活動、引継ぎ事項、次

回計画等が挙げられ、チーム全体としての活動か

ら個々の相談対応レベルまでの活動記録が集約

可能であった。 

(4)自衛隊衛生部門と保健行政の連携 

 本来，その機関の機密保持のため情報交換が困

難である防衛省であるが，その機動力による初期

対応と情報収集力は，初期評価が重要な公衆衛生

情報の管理に於いてその重要性が強く指摘され

てきている。防衛医科大学校防衛医学研究センタ

ーの異常環境衛生学，外傷研究部門，行動科学研

究部門，感染症学対策研究官，法医学，防衛医学

の各講座の教授を始めとする研究員と意見交換

をし，その方向性について議論を行った。また，

陸上自衛隊幕僚部衛生部，自衛隊中央病院上級医

官，統合幕僚監部とも有事における情報収集と共

有の重要性に関する方針確認を行った。 

(5)被災者支援に向けたアセスメント手法の構築 

 平成 26 年度においては、東日本大震災の発災

当時における避難所支援の課題について、前年度

のアセスメントに求められる項目とシステム調

査項目の整合性検証を踏まえ、国際シンポジウム

の場で国連を始めとするステークホルダー達と

の協議を重ねることにより項目の精緻化を図っ

た。また，災害医療支援者のアセスメント能力の

向上を目指し，国際基準を活用した研修プログラ

ムを開催(2015 年 6 月、大阪、2015 年 12 月盛岡)

し実用性との整合性検証を行った。本研究の成果

については、日本集団災害医学会（2015 年 2 月、

立川）において取り上げられた。また、世界集団

災害学会(2015 年 4 月、南アフリカ)でも成果発表

予定である。また，実践を伴う基盤構築を目標に，

公衆衛生情報を収集する役割を担う、保健医療関

係者や保健医療系学生との意見交換の場を持ち、

その中で収集時の困難な状況やその対応策につ

いて情報収集した。 

 

D.考察 

 東日本大震災は、阪神淡路大震災を想定して構

築されてきたわが国の災害対策を根幹から揺る

がすこととなった。特に、地域住民を災害から保

護する役割を担う市町村（基礎自治体）がその機

能を失うことは、災害対策基本法の中でも想定さ

れておらず、結果として、支援を必要とする地域

に適切な支援が入らず、情報が集中する地域に支

援が集中するという支援のミスマッチが生じる

こととなった。このような事態に対応していく上

で、災害発生直後より効率的に公衆衛生情報を収

集し、集められた情報を的確かつ迅速に評価する

ことで、適切な人的、物的資源を配分することが、

緊急時の公衆衛生対策に求められている。また、

東日本大震災の特徴として、避難生活の長期化が

指摘されている。避難生活の長期化は、障害者を

はじめ高齢者、妊産婦、乳児という災害弱者への

身体的、精神的負担を強いるとともに、生活習慣

病の悪化を招く等、更なる医療需要を生み出すこ

ととなった。今日、来るべき大規模災害に向けて、

各自治体では大規模震災に向けた対策が進めら

れているが、平時にできないことを有事において

行うことは難しい。その意味で、地域保健を担う

保健所においては、平時における組織をいかに効

率的に有事の体制に移行させるか、災害時に不足

する人的資源を補うためにはいかなる法的課題

が存在し、いかなる解決手段が考えられるか、地

域の公衆衛生活動の中核を形成する保健師はい

かに行動すべきか、また、円滑に医薬品、衛生資

材等を被災地域に供給させるためにはいかなる



 

備蓄・供給体制を構築すべきかについて理解する

必要がある。とりわけ、大規模災害時においては、

保健、医療さらには福祉に関する情報を集めるこ

との重要性が認識されてきたところであるが、避

難所活動、救護活動から得られる情報を、保健サ

イドのみで収集することは、人的、技術的にも限

界がある。この問題を解決する手段として、保健

行政と医療者側の役割分担と連携、各々をつなぐ

情報ネットワークの構築が不可欠である。 

 「地域における健康危機管理のあり方検討会

（平成 13 年 3 月）」によってとりまとめられた「地

域健康危機管理ガイドライン」の中で、地域の健

康危機管理体制の強化を図るにあたり、人材の確

保と資質の向上の重要性が指摘されている。これ

を受け、厚生労働省は、地域健康危機管理に関す

る理解、個別の健康危機への対応能力の向上を目

指して、平成 13 年度より「健康危機管理保健所

長等研修会」を開催した。当該研修の開催期間は

3 日間で、講義を中心に構成されていたが、受講

生の技術の向上のためには、演習の充実が急務と

された。平成 16 年度より、国立保健医療科学院

（以下、「科学院」という。）が研修の企画・運営

に携わることとなり、平時及び健康危機発生時に

おける対応能力の向上に効果的なカリキュラム

の作成、実施、評価に取り組むこととされた。 

 一方、本研修は、食中毒から自然災害まで幅広

い領域を扱う等、内容が総花的であるとの指摘、

東日本大震災における公衆衛生対応の重要性に

鑑み、平成 24 年度より大規模災害における公衆

衛生対策に重点を置いた内容への見直しを図っ

た。具体的には、実務編では(1)大規模災害とい

う様々な健康危機事案に対応する手法としてク

ラスターアプローチやスフィアスタンダードを

理解し、(2)公衆衛生情報の迅速な収集と共有化

に向けた災害時保健医療情報基盤に親和性を持

たせ、高度編では得られた情報の分析と対策の立

案という実践能力の向上を目指した演習を強化

した。今日、来るべき大規模災害に向けて、各自

治体で対策が進められているが、平時にできない

ことを有事において行うことは難しい。その意味

で、地域保健を担う保健所においては、①平時に

おける組織をいかに効率的に有事の体制に移行

させるか、②災害時に不足する人的資源を補うた

めには、いかなる法的課題が存在し、いかなる解

決手段が考えられるか、③地域の公衆衛生活動の

中核を形成する保健師はいかに行動すべきか、ま

た、④円滑に医薬品、衛生資材等を被災地域に供

給させるためにはいかなる備蓄・供給体制を構築

すべきかについて理解する必要がある。そこで、

これら①〜④を満たすべく、研修プログラムを平

成 25 年度より科学院における健康危機管理研修

（高度編：３日間、対象者：保健所長）において

実施した。 

 災害の規模が広域に及ぶような自然災害にお

いては、保健師を中心とした態勢のみでは、短期

間での把握は困難である。そこで、EMIS 上に避難

所調査に関する登録画面を設けることで、DMAT か

らの情報提供を可能とすることが検討されてい

る。この際に、双方の有するシステム間での情報

交換を行う必要があるが、この場合、EMIS と災害

時保健医療クラウドシステム間での調査項目の

属性の共通化が不可欠である。そこで、本研究に

おいては、調査項目の属性を整理したところであ

る。しかしながら、調査の目的は、被災地域の公

衆衛生状態を評価するものであることから、各項

目については、客観的に点数評価できる構造が求

められる。その意味で、現段階においては、保健

行政と DMAT が有するシステム間での調査項目の

統一と互換性を確認した段階であり、次の段階と

して、調査結果に基づき、地域アセスメントに関

するアルゴリズムの開発とこれを用いた研修シ

ステムの開発が求められる。  

 

E 結語 

 本研究では、平成 23 年度に構築された災害時

公衆衛生従事者緊急派遣等システムを基本に、自



 

治体における保健部局と、DMAT、DPAT 等が災害時

における被災地域（者）の保健医療情報を迅速か

つ的確に収集・評価することで、中長期的な支援

体制を構築するためのシステムと人材育成プロ

グラムの開発を行った。 
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研究要旨 

【研究目的】 

災害発生時、自治体保健師は被災地域における公衆衛生活動の中核的な役割を担う

ことが期待されている。しかし保健師を対象とした災害に関する専門的な研修等の

機会は充分とはいえず、災害時対応に不安を感じている保健師が多い実態がある 1）。

今後の大規模災害の発生時に備え、被災地自治体保健師として保健活動の遂行が可

能となる力量形成に寄与しうるシミュレーション演習プログラムの実施による効果

について検証することを本研究の目的とする。 

【研究方法】 

前年度の研究 2）において検討した、大規模災害時における保健活動の高度化に向けた

研修プログラム案をベースに、自治体主催の研修対象者（新任期，中堅期，管理期含む）

にあわせ目標や方法の一部をモディファイしシミュレーション演習プログラムを策

定した。演習プログラム策定には、過去の大規模災害時における保健活動の実際例に基

づき、具体的に想定されうる状況設定に基づく演習プログラムを策定した。グループワ

ーク演習時の反応、協議結果内容の分析、事後意見交換から、演習プログラムの効果に

ついて検証を行った。 

【研究結果】 

研修プログラム案をベースにしたシミュレーション演習プログラムの策定ができ

た。演習協議結果の分析から、大規模災害時に想定されうる、地域の状況、健康課題の

理解、優先順位に関する知識が不十分である実態も明確になった。具体的な役割のイメ

ージ化につながる演習の実施の必要性とあわせ、これらの基本的な知識を高める講義の

必要性が明らかになった。 

【結論】 

大規模災害時を想定した演習プログラムの有効性がみとめられた。また、演習協議結果

内容の分析から、知識や認識の実態の確認ができ、今後、理解を深めていただくための重

点を置くべき教育内容への反映が可能となる点でも有効であると考えられた。 



A.目 的 

 本研究は、大規模災害の発生に備え、

被災直後から保健活動の中枢的な役割

の遂行が可能となる保健師の力量形成

に有効な災害時シミュレーションプロ

グラムの策定およびその研修の効果に

ついて検証することを目的とする。   

B.方 法 

1.演習プログラムの策定 

 シミュレーション演習プログラムの策定

には、過去の国内災害において受援を必要

とする規模の災害時（「1995 年 阪神・淡路

大震災」「2004 年 新潟中越大震災」「2007

年 新潟中越沖地震」「2011 年 東日本大震

災」）の保健活動に関連する記録や報告書等

の実態 3-6）を参考に策定した。被災地状況

や活動の実態を抽出し、被災後のターニン

グポイント（被災直後，数日後，1 か月）

に起こり得る想定事象を演習の設問とした

シミュレーション演習プログラムを策定

した。 

2.演習プログラムを活用した研修の実施 

自治体保健師研修会（保健所主催：管内

市町村保健師含む）において、上記 1 で策

定したシミュレーション演習プログラム

による研修を実施した。演習運営，発表内

容、グループワーク記録の分析から、プロ

グラムの妥当性について検証を図った。 

 

C.結 果 

1.演習プログラムの策定 

 先行研究 2）「大規模災害時における保

健師の高度化に向けた教育に関する検

討」で示したプログラム案をベースに、

研修対象者、研修時間を考慮して自治体

で実施可能なシミュレーション演習プ

ログラムを策定した。 

到達目標については、管理的立場の保

健師に求められる目標設定から、全ての

階層の保健師が参加するプログラムに求

められる目標とし、先行研究（表 1）か

ら、SBOs4『災害発生時に必要とされる

情報収集，分析，提供の実践およびこれ

らを活用した保健活動計画の策定ができ

る』の「1）自然災害発生時の初動対応」

「2）災害時保健活動計画策定」および

SBOs5『健康危機管理（災害）発生時に

求められる関係機関や外部支援者等との

調整に果たすリーダー（＊ここを自治体

保健師とする）としての役割が理解でき

る。』「1）県外派遣等外部支援者の受援対

応」「2）関係機関連携と調整」の目標を

到達するための内容とするシミュレーシ

ョン演習プログラムを策定した。（表 2） 

具体的な被害や状況の想定は以下とし

た。 

1）災害の設定 

大規模地震災害の発生 

・冬季，休日 

・地元県下広域および近隣県下に被害

が及び、受援を必要とする規模の地

震災害 

2）状況設定時期と設問 

①発災当日 

・Ｑ.1：被災直後の情報収集 

・Ｑ.2：被災当日中の取り組み 

②3 日目 

   ・Ｑ.3：派遣職員との協働（体制，

方法等）の検討 

③7 日目 

 ・Ｑ.4：避難所住民向け健康教育 

④25 日目 

 ・Ｑ.5：1 か月以降の保健活動計画 

2.演習プログラムを活用した研修の実施 

  1）研修概要 

①研修時期：平成 26 年 11 月 

②研修概要：A 県保健所 



管内保健師研修会（保健所主催） 

③研修時間：3 時間 

2）研修参加者 

  ・A 県保健所および管内（5 市 2 町）

保健師 計 46 名 

（県：6 名，市町 40 名） 

3）グループ編成 

  ・市町グループ：6 班（6～7 名/Ｇ） 

・保健所グループ：１班（6 名/Ｇ） 

4）グループ編成上の留意 

 ・自治体種別（県と市町保健師別）の

グループ編成とした 

・市町保健師は、自治体研修参加人数

に格差があるため、1 グループあた

りの人数の均等化を優先し、異なる

自治体保健師による混成メンバーと

した 

・各グループには、ファシリテータ―

の役割が担える保健師を 1 名以上配

置するため、過去に災害支援（派遣経

験含む）経歴や管理的立場の役職者が

１名以上全グループに配置されるよ

うに考慮しグループ編成を図った 

5）シミュレーション演習結果 

（1）被災当日 

①被災直後の情報収集（表 3） 

被災後（出勤直後）収集すべき情報と

しては、避難所、医療機関に関する項

目が多く、次いで被害状況（被災，ラ

イフライン，庁舎，職員等）であった。 

緊急性を要する要援護者対策につい

ては、市町村では 1/6 か所のみと少な

かった。また、情報の入手方法につい

てもあわせて検討課題としていたが、

「災害対策本部へ確認」7 か所中１か

所のみであった。情報の入手方法まで

検討に至らなかった理由は、「協議時間

の短さ」とする意見が一部ある一方で、

「時間設定が長くとも回答例で示され

る知識を持ち合わせなかった」とうい

意見の方が多かった。 

②被災当日中の保健活動（表 4） 

被災後 24 時間以内に、対応を要する具

体的取り組みについてたずねた。前問で

必要とする情報収集については検討した

前提で、限られた情報下で、どのような

体制で何に取り組むかについて具体的に

検討することを求めたが、情報収集に関

する事項（表中Ａ項目）から協議が発展

しない傾向が強かった。また、活動の優

先順位についても、検討ができたグルー

プはなく、グループメンバー内から意見

があがった順に記録にとどめた実情にあ

った。 

（2）被災 3 日目 

派遣者との協働支援体制整備に関する

協議結果では、市町村グループの回答は、

「派遣保健師は避難所（巡回）活動」、「事

務職には事務的業務の割り当て」という

全グループほぼ同様の回答であった。一

方、保健所グループは、管内市町村の担

当保健師を明確に割り当てるとともに、

保健所内で活動全体を調整するリーダー

制を決めるという理想的な体制に着眼し

た回答であった。また、事例では派遣支

援者数は被害に比して不足である設定と

していたが、そのことに対するアセスメ

ントや、増員要求の検討などはなされな

かった。 

（3）被災 7 日目 

避難所住民向け健康教育（表 5） 

 ライフライン停止が続く避難生活にお

いて必要な健康教育内容について検討を

求めた。感染症対策、ＡＤＬ予防、ここ

ろのケアなど、保健活動ガイドラインな

どに示されている啓発を要する内容が網

羅されグループ差はみられなかった。 

（4）被災 25 日目 



1 か月以降の保健活動計画（表 6） 

 被災後 1 か月以降の保健活動について

検討を求めた。通常業務再開の検討，在

宅全戸訪問調査，応急仮設住宅対応（調

査，コミュニティづくり）の回答が多か

った。被災後から 1 か月間の活動のまと

めについては 2/7 グループと少なく、ま

た、派遣支援者の今後の見通し（継続要

否と、要の場合の活動体制など）につい

て検討を行ったグループはなかった。 

 

D.考 察 

1. シミュレーション演習プログラム検証 

 シミュレーション演習の実施結果、事後

アンケートに「個々がどう動くか、何を考

えなければならないかを短時間で求められ

ることにより、被災地の保健師の役割の理

解が深まった」とあり、演習プログラムの

目標に見合った内容であることが確認でき

た。保健師の経験年数や災害経験にばらつ

きが大きい場合の協議時間は検討時間の長

めの設も必要かと思われ、規定の研修枠の

中で、流動的に設問を絞り込むなどの工夫

が必要だと思われた。また、設問１の情報

収集の検討と、設問２の活動体制整備や具

体的な支援への発展の区別がつきにくかっ

た点は、設問１で回答を行い、さらに若干

の情報を補足し、具体的活動の検討へ移行

できるような工夫が望ましいであろう。 

研修全体の運営においては、災害に関す

る支援経験や研修などの受講歴のない保健

師間での災害支援の具体的なイメージ化や、

発展的な協議は検討時間の延長や、設問ご

との解説によっても限界が生じることが想

定される。そのため、ファシリテータ―を

担える地元人材によるグループ編成が望ま

しいであろう。ただし、一般的には保健所

管内規模の自治体主催研修会では、グルー

プの編成数に応じた指導者の確保は困難な

実態が一般的である。そのため、今回の演

習のように、事前に研修企画者との調整に

より、ファシリテート機能が期待される保

健師が各グループに編成されるよう災害支

援経歴や管理期保健師の均等配置による協

議が適切だと考える。 

 

2. シミュレーション演習結果による災害

時の備えたスキル 

演習全般に直接的支援（援助）内容に関

連する回答（健康教育テーマ、避難所巡回、

仮設訪問など）については、意見が出やす

く、グループ格差のない結果であった。し

かし、体制整備の具体化や、限られた情報

から想定される地域健康課題を検討する視

点、優先順位の検討などが不十分であった。

これは、甚大被害に対し、限られた情報下

においても想定される被災地特有の課題や、

望ましい保健活動体制など、過去の知見に

対する理解がなされていないためであると

思われる。また、シミュレーション演習プ

ログラムの想定事例は受援を要する規模の

災害の設定であった。しかし、応援の必要

性の判断（要・否含む）は直後からなく、

被災後１か月をめどに今後の保健活動方針

を検討する際にも、派遣者の継続の要否、

継続する場合の協働体制などの視点は意見

としてあげられることがなかった。過去の

災害時において、市町村の統括的立場の保

健師が、派遣要請の判断を求められる事の

想定がなく、どのように判断してよいのか

も困惑した例がある 8）。地元自治体保健師

として求められるスキルと、受援の想定を

した災害対応、状況のアセスメントや優先

度の検討などの考え方を含めた基本的な講

義による教育の強化が必要である。演習の

協議分析が今後強化すべき能力や知識を明

確にできるため、演習協議結果の分析とフ

ィードバックが重要である。 



E.まとめ 

・災害時保健活動の高度化に向けた研修

プログラムに基づく、災害時シミュレー

ショ演習は、研修目標の到達にみあう、

有効なプログラムであることが検証され

た。 

・シミュレーション演習研修の実施は、

災害時に備えた専門能力向上に向け有効

であるとともに、演習協議結果の分析か

ら、現状の災害時保健活動に対する個々

の保健師の認識や課題の確認ができ、今

後、求められる役割を確実に発揮するた

めの研修内容への反映が可能となる点で

も有効である。 

 

F.健康危機管理情報 

該当なし。 
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表1. 研修プログラム

研修名

対象者

GIO（一般目標）

SBOｓ(到達目標) 科 目 及 び 講 義 課 題  方法 時間数

1）健康危機管理（災害）に関連する国の政策と求
められる人材

講義 1.0

2）地域における健康危機管理（災害） 講義 1.0

1）健康危機管理（災害）発生時に備えた計画・訓
練、関係機関連携

講義 1.0

2）健康危機管理（災害）発生時に備えた平常時の
地域保健活動

講義 1.0

1）災害時の保健活動、派遣手続き 講義 1.0
2）災害医療体制構築と保健行政の連携 講義 1.0
3）防衛省・自衛隊と保健行政の連携 講義 1.0
4）災害時の栄養支援 講義 1.0
5）災害時のこころのケアとDPAT 講義 1.0
6）放射線災害時の健康影響と保健活動 講義 1.0
7）リスク/クライシスコミュニケーション 講義 1.0
8）災害支援のための健康情報支援システム
　　（H-crisis,　EMIS等）の概要

講義 1.0

1）自然災害発生時の初動対応 演習 1.5
2）災害時保健活動計画策定 演習 1.5

1）県外派遣等外部支援者の受援対応 演習 1.0
2）関係機関連携と調整 演習 1.0
3）発災時に求められる管理者の機能
　　（リーダーシップ，マネイジメント，施策化等）

講義 1.0

時　間 講義　13.0時間　，　演習　5.0時間　　　（計　18.0時間）

4. （有時）健康危機管理（災害）発
生時に必要とされる情報収集，分
析，提供の実践およびこれらを活用
した保健活動計画の策定ができる。

5. （有時）健康危機管理（災害）発
生時に求められる関係機関や外部
支援者等との調整に果たすリー
ダーとしての役割が理解できる。

国立保健医療科学院　短期研修：　健康危機管理研修　（実務編）

健康危機管理事象（自然災害）発生時に、地域保健活動の管理的立
場を担う保健師等

・健康危機管理（自然災害）事象の発生を想定し、平常時に必要な体
制強化のための推進的役割を担うことができる。
・健康危機管理（自然災害）の概要と、専門職に求められる役割を理解
し、発災時に対応可能な判断力・実践力を獲得する。

2. （平常時）健康危機管理（災害）
発生時に備えた平常時の体制強化
に向けた役割を明確にできる。

1.（平常時）健康危機管理（災害）発
生時の地域の公衆衛生学的影響を
具体的に推計し説明することができ
る。

3. （有時）健康危機管理（災害）発
生時の保健活動の根拠や手続きに
ついて説明ができる。



表 2. シミュレーション演習プログラム 

設問 状況設定 時間（分） 

導入 ・はじめに 

（災害時演習の目的について） 

・シミュレーションの説明 

（グループワーク，発表，記録方法等手順説明） 

・グループワーク  

（アイスブレーク，自己紹介，司会・記録係りの決定） 

15 

設定 地震災害発生 

• 20１▼＊年１月△日(日曜日) 午前 10 時 13 分 

• あなたは自宅でくつろいで過ごしていました。 

• 突然、その場に立っていることが困難なほどの激しい揺れが数十秒間続き

ました。 

• 揺れと同時に電気、ガス、水道のライフラインは全て止まり、固定電話や携

帯電話もつながらない状態です。 

• 地震 M８の発生 

• ラジオの速報では、管内で最大震度 7 を観測し、その被害は県内の広域と

近隣県にもおよぶこと、ライフライン及び公共交通機関は復旧の目処が立

たない状況であること、さらに沿岸部広域において津波への警戒に対する

速報が繰り返し伝えられています。 

• 津波の到達がないことを確認し、自家用車で出勤しようとしましたが、自宅

周辺の道路も陥没や隆起が著しく車による出勤は危険であると判断し、自

転車で職場へと急ぎました。 

• 15 時頃、勤務先へ到着することができました。 

• 出勤時の職場の様子は、あなた以外に数名の職員（自分を除き、保健師は

１名のみ）が出勤し、途切れることのない電話（混線）対応や来所住民への

対応に追われています。 

• 来所住民の中には、“近くの病院が倒壊している”と、怪我の手当を求める

住民や、物資の要求、近隣住民が避難のため来所している人などが混在し

ています。 

5 

Q.1 

出勤直後、必要となる情報は何でしょうか？ 

▶必要な情報とは？具体的に示してください。 

▶また、その情報をどのように入手しますか？  

15 

Q.２ 

被災当日中に、 あなたがすべきことは何でしょうか? 

▶具体的な対応事項を示してください？ 

▶対応策の優先順位も検討してください。 

15 



 

 

状況設定，設問 時間（分） 

設定 

被災３日目 

県外自治体派遣について以下の情報が得られました 

＜市町村 危機管理室から保健部門への連絡＞ 

災害協定都市「神奈川県 O 市」から、事務職１名、保健師２名チームによる

職員の派遣が得られます。 

＜県庁から保健所への電話連絡＞ 

厚生労働省健康局がん対策・健康増進課による全国自治体保健師等の保

健師等の派遣調整の結果連絡です。 

• 本日時点、保健所管内には、神戸市、広島市、大阪府、大分県の 4 ヶ所の

自治体から派遣保健師等の支援チームが保健所へ到着する予定です。 

• 現段階での派遣チームの派遣期間は、明日（被災４日目）以降、当面１か

月の予定で調整がされている。 

5 

Q.3 
県外等の派遣職員との協働活動についてどのようにすすめますか？ 

▶活動方針、体制などについて具体的に検討してください。 
15 

設定 
被災７日目 

管内ではライフライン（電気、ガス、水道）の復旧見込みがありません。 
2 

Q.4 
避難所生活を続ける住民に必要となる健康教育（啓発）は何でしょうか？ 

▶具体的にどのようなテーマを取り上げる必要があると考えますか？  
15 

設定 

被災２５日目 

• 管内ではライフラインは倒壊家屋を除き、電気と水道について復旧しまし

た。ガスの普及にはあと 1 か月間は要する見込みです。 

• 応急仮設住宅が管内の空き地に建設がすすめられ、来週から入居者の抽

選が開始される情報が得られました。 

• 管内の避難所の設置数は被災直後と変わりなく指定避難所の全ての施設

に近隣住民が避難を続けています。（ライフラインの一部復旧、余震の減少

に伴い、避難者人数のみ微減） 

• 管内では訪問看護ステーション１か所のみ施設倒壊に伴い、再開見込みが

ありません。その他の管内の医療・保健・福祉関連機関は平時サービスが

再開されています。 

3 

Q.5 
対策本部に対し、今後（震災後１か月以降）の保健活動方針を提示します。 

▶今後の保健活動計画について具体的な方針を検討してください。 
15 

グループ協議結果 発表 25 

各設問のポイントと解説 40 

質疑，ディスカッション，まとめ 10 

合計時間 （分） 180 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
大規模災害時に向けた公衆衛生情報基盤の構築に関する研究 

分担研究報告書 
 

災害時における妊産婦・乳幼児の災害時情報収集に関する検討 

 

研究分担者：吉田 穂波 （国立保健医療科学院 生涯健康研究部） 

 

研究要旨 
目的：急激な少子高齢化を受け、妊産婦や乳幼児は社会的マイノリティとなっている。東日本大
震災では地域の防災計画に妊産婦や乳幼児救護、母子保健サービスの提供及び支援の視点が不足
していたことが明らかになった。被災地の女性や子どもを医療・保健・福祉・教育の面から総合
的に支援することは被災地の人的リソースの活用につながり、家族・コミュニティのエンパワメ
ントおよび復興への効果が高いということが海外の調査でわかっており、次の大規模災害では次
世代救護のためにより一層の備えが求められる。 
これまで周産期分野における災害対応は医療・保健どちらの分野からも手をつけられずにきた
が、次の災害で有効に機能するツールとして①妊産婦・乳幼児向け避難所②災害時救護マニュア
ル、チェックリスト③平時の連携（教育、地域、医療、行政等）と研修④妊産婦向け啓発パンフ
レットや教材を厚労省の研究班で開発した経緯と自治体の先行事例をお示しする。 
研究方法：産婦人科医、助産師、災害医療専門家によって構成されるワーキング・グループで母
子救護マニュアル、チェックリスト、アクション・カード、避難所母子入所者名簿、母子避難所
ゲーム等災害時に必要となる様々なツールを開発し、いくつかの自治体における災害時母子救護
研修で使用した。また、助産師会、地元ボランティア団体、周産期医療関係者とともに研修を行
った際にそれらのツールを使い、研修内容やツールに改善を加えた。 
研究結果・考察：災害時に母子を扱う制度設計がなされていない現在、このようなツールを用い
て、地方自治体、保健医療機関、消防、警察、住民が一緒に災害時母子救護について学ぶ研修を
サポートすることで、平時より関係者が次世代に関する連携を作り、人間関係を構築する必要性
が明らかになった。 

研究背景 
 現在、日本は世界一の少子高齢化国となり妊
婦や乳幼児がマイノリティとなった。今後ます
ます出産数が少なくなる中で大規模災害が起
こった場合、災害医療従事者や行政，消防関係
者が母子を探し守るシステムを持っていれば、
次世代の命を救い、大きな社会的損失を防ぐこ
とが出来る。被災地の母子を救護することは地
域の人的リソース活用、エンパワメントおよび
復興へ与える効果が高いということがわかっ
ており、今後は平時から母子の救護体制を作る
ことが、最優先に取り組むべき課題となる。こ
れまで周産期災害対応は医療・保健どちらの分
野からも手をつけられずにきたが，母子は自
助・共助の面を強化することでお互いに助け合
える存在であり、集めることで支援の手が届き
やすくなるというメリットがある。 

 
A． 目的：災害時に妊産婦や乳幼児が避難

し萎えれば行けない時に備え、地域の避難
所が母子の安全をサポートするために必
要なツールを開発する。また、それらのツ
ールを実際に妊産婦救護所ゲームの中で
使用し、改善を加える。また、研修のコン
テンツを作り、どの地域でも同じ質の高さ
で研修を実施できるようパッケージ化す
る。 

 
Ｂ．調査方法： 
母子が避難する際に必要となるデータに関し、
ワーキング・グループで項目を抽出した。 
 
C．研究結果： 
1．ワーキング・グループによる検討：実際に
一般避難所、または急性期救護所に常備してお
くためのツールが開発された。（図 1~10） 
 
2．研修におけるフィードバックの解析：一般
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避難所内では特に、妊産婦は認知されにくく、
そのニーズを把握されにくい存在である。研修
において使用する資料をまとめた。 
 
Ｄ．考察 
ワーキング・グループによる検討において開発
された災害時母子救護ツールを、研修における
フィードバックを活かして改善し、より有用性
の高いものに改変したことで、地域の実情に合
わせたマニュアルや連携体制を作るための実
践的な基盤を開発することが出来た。 
 
Ｅ．結論 
 今回は災害時母子救護のための取り組みを
まとめた、日本で初のワーキング・グループに
よる情報共有方法検討の機会を作ることが出
来た。災害時の母子救護所、母子避難所に関し
解決すべき課題が明らかになり、今後の日本の
災害時母子保健対応を成功させるために重要
な知見が得られたと思われる。また、母子を取
り巻く関係者同士の研修が有益な情報交換の
場となり、既存の母子保健体制にとって相乗効
果が得られたことも特筆すべきことである。我
が国において、今後地域の実情に合わせた災害
時周産期医療・母子保健対応連携を設計する際
には今回の分析から見えてきた知見を活かし、
さらに良い研究成果を生むために複数の研究
を統合させていくなど、新たなアプローチが必
要となるであろう。 
 
F．謝辞 
本研究は、国立保健医療科学院生涯健康研究部 
佐久間倫子氏と大塚恵理子氏の技術と熱意に
よるところが大きく、ここに深謝いたします。 
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資料 1  妊産婦初期対応問診票(妊婦) 
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資料 2  リスク表(妊婦) 
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　A. 妊娠中の検査結果についてお答えください

＊　記憶がはっきりしない項目は「不明」の欄に○をつけておいてください。

　骨盤位 ・ 横位 ・ 他

B.　出産経験のある方で、下記に当てはまることがありましたか？　

妊娠高血圧症候群

早産（ 　　　　　週　）

胎盤位置異常 なし 不明 低置胎盤

時々高めになる

前置胎盤

いつも陽性

むくみ なし 不明 時々ある いつもある

尿蛋白 なし 不明 時々陽性になる

服薬中

　　　　 鉗子 ・ 吸引分娩

処置・手術予定

羊水異常 なし 不明 様子観察中 精密検査予定

血液型不適合

不明

不明 あり・経過観察中

帝王切開予定

なし

胎児の位置異常 なし 不明

死産 新生児死亡

出産時・産後の出血多量（５００ml以上）

妊娠中 ・ 産後のうつ症状

子宮筋腫 なし 不明 様子観察中 帝王切開予定

高血圧 なし 不明

精神疾患 なし 不明 あり ・ 服薬無　 服薬中

心臓病 なし

血液疾患 なし

病名

あり ・ 服薬無　

不明 あり ・ 服薬無　 服薬中

病名

病名

服薬中 病名

不明 あり ・ 服薬無　 服薬中

不明

慢性腎臓病 なし

服薬中

気管支喘息 なし 不明 あり ・ 服薬無　 服薬中

てんかん あり ・ 服薬無　なし 不明

　亢進症　・　低下症

糖尿病 なし 不明 あり ・ 服薬無　 インスリン治療中

甲状腺機能異常 なし 不明 あり ・ 服薬無　 服薬中

服薬中

風疹抗体 ３２倍以上 不明 １６倍以下

貧血 なし 不明

HTLV なし 不明 あり ・ 治療無

あり ・ 服薬無　

治療中

淋病 なし 不明 あり ・ 治療無 治療中

クラミジア なし

あり ・ 治療無

不明 あり ・ 治療無

服薬中

ヘルペス なし 不明 あり ・ 治療無 治療中

B群溶血連鎖球菌 なし 不明

治療中

HIV なし 不明 あり ・ 治療無 治療中

梅毒 なし 不明 あり ・ 治療無

　妊婦氏名

＊　妊婦さんの安全と万一の緊急対応に必要な質問です。

　　 該当する欄に○をつけてください。

受付No.               

リ ス ク 表 (妊婦)

C型肝炎 なし 不明 あり ・ 治療無 治療中

備考

B型肝炎 なし 不明 あり ・ 治療無

（ 経過観察中 ）　 （ 治療中 )　

治療中

（ 検査項目 ） （ 正常 ）　 （不明）

 
 
資料 3  母子避難所入所者名簿 
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(シートNo.         )

受付No. 入所月日 情報開示 氏名 出産予定日 年令 住所 入所場所 移動 退所月日 緊急連絡先（氏名）

可・不可

可・不可

可・不可

可・不可

可・不可

可・不可

可・不可

可・不可

可・不可

可・不可

可・不可

可・不可

可・不可

可・不可

可・不可

可・不可

可・不可

可・不可

可・不可

　　　　　入所場所：受付後最初に入室した部屋の分類（A・B・C・D)　　　　移動：部屋の移動・病院搬送・退所　　　　情報開示：来所者への滞在有無等の情報開示許可の是非

入所者名簿　（　妊婦　）

 

 
資料 4  避難所等母子保健アセスメント表 
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資料 5  避難所入所者名札 



9 
 

出産予定日 年令

　名前 　名前 備考

　　　才 　　　才

　　＊　避難所記入欄
受付No. 入所月日 入所場所 移動 転出月日

　　　　　　　　　　　　　（　　　才）　　　　　　　　　　　　（　　　才）

　　＊　避難所記入欄
受付No. 入所月日 入所場所 移動 転出月日

　 乳 ヵ月

 幼 才

室

予 　月　　日

室

　 幼 才

妊
予 　月　　日

室

妊

母 妊

母母

　 乳

　 乳

室

室

ヵ月

ヵ月 予 　月　　日

室

同伴乳幼児　無 ・ 有

妊 ①　　　②　　　③　　　待機所 部屋　　　　Ａ　　Ｂ　　Ｃ　　Ｄ

氏名 住所 連絡先

安否情報確認のための情報開示（住所・氏名・転出先等） 同意する・同意しない

転出先 備考

 母子 ①　　　②　　　③     待機所 部屋　　　　　Ａ　　　　Ｄ

母親氏名 子供の名前・年令 備　考

住所

連絡先

安否情報確認のための情報開示（住所・氏名・転出先等） 同意する・同意しない

転  出  先 備　　考
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資料 6  部屋割り表(妊婦) 

　　　　入所された方の治療処置や応対を効率的に行うための質問です

　　　　入所者票と名札にも記入し、受付にお持ちください

それはどこですか？

　　　　　○をつけてください

　　　　　○をつけてください

　　　　①②③　が全て 　　　室

　　　　①②③　が全て     で乳幼児同伴の方 　　　室

　　　　① 、③　に     　②　は 　　　室

　　　　②　に 　　　室

＊入所後に体調が変わった場合はナースステーションにおいでください

部 屋 割 り 表 （妊婦） 受付No.               

　　①　どこかに ケガ をしていますか？

妊婦氏名

　　　 乳幼児同伴の場合は部屋割り表 １ と １－② 、母子用名札２枚に記入してください

　　　（　　　　月　　　　日　　　　時　　　　分）

吐き気　　　　嘔吐　　　　下痢

　その他気になること

　　③　陣痛様、生理痛様のお腹の痛みや破水、出血などがありますか？

待機所 又は

　  ②　発熱、咳、鼻水、吐き気や嘔吐（つわりを除く）、下痢などの症状がありますか？

         発熱と同時期に出た湿疹

発熱　　　　　　咳　　　　　鼻水

　    痛み　　　破水　　出血　　胎動消失　

いいえ

は いいいえ

は い

Cは い いいえ

は い D

A

いいえ B
いいえ

は いいいえ

 

 
資料 7  部屋割り表(母子) 
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　　入所された方の治療処置や応対を効率的に行うための質問です
　　入所者票と名札（母子同じ物２枚）にも記入し、受付にお持ちください
　　上の兄姉同伴ならその子の分を それぞれ用紙  １－②と名札 にも記入してください

　　（　　　月　　　日　　　時　　　分）

母親 それはどこですか？

乳児

　　○をつけてください

母親 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発熱　　　　　咳　　　　　鼻水
　　 　　吐き気　　　　嘔吐　　　　下痢
         発熱と同時期に出た湿疹

乳児 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発熱　　　　　咳　　　　　鼻水
　　 　　吐き気　　　　嘔吐　　　　下痢
         発熱と同時期に出た湿疹

        ③　発熱・乳房痛・しこり などの乳腺炎様の症状ありますか？

　　　
②　に 　　　　　がついている方 　　　室

それ以外の方 　　　室

けがの治療は医師が到着次第順次お呼びしますので部屋でお待ちください

部 屋 割 り 表 (母親と乳児) 受付No.         

　　①　どこかに ケガ をしていますか？

その他の気になる症状

その他の気になる症状

母親氏名

乳児氏名

　  ②　発熱、咳、嘔吐、下痢などの症状がありますか？

は い

いいえ

は い

いいえ

いいえ

は い

は い

A

いいえ

いいえ は い

Dは い

 
 
資料 8  部屋割り表（きょうだい) 
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　　入所されたお子さんの治療処置や応対を効率的に行うための質問です
　　記入したら、親子の用紙を一緒にして受付にお持ちください。
　　お母さんと同じ名札でお子さんの分を記入してください。

   （　　　　月　　　　日　　　　時　　　　分）

それはどこですか？

　　　　　　　○をつけてください

　　 　　吐き気　　　　嘔吐　　　　下痢
         発熱と同時期に出た湿疹
その他の気になる症状

　　　　　母子のどちらかでも

がついている 　　　室

それ以外のお子様はお母さんと共に　　　　　　　　室　　でお待ちください

けがの治療は、医師が到着次第順次お呼びしますので部屋でお待ちください

受付No.         

　　　　 発熱　　　　　咳　　　　　鼻水

　　①　どこかに ケガ をしていますか？

　  ②　発熱、咳、嘔吐、下痢などの症状がありますか？

部 屋 割 り 表 （きょうだい）

母親氏名

児の氏名

A

いいえ

は いいいえ

は い

は い D

 
 
資料 9  情報書(妊婦) 
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ふりがな 今回の出産

　家族の所在 子供
男女　　才
子供
男女　　才
子供
男女　　才
（　　　　　）
男女　　才
（　　　　　）
男女　　才
（　　　　　）
男女　　才

＊　今困っていること

（備　考）

　特に注意するように

　　　言われていること

 初めて　　２回目　  （　　　）回目

　おなかの赤ちゃんの数 　ひとり　　双子　　他（　　　　　） 　母子手帳　（持参・紛失・自宅）

　生年月日 　　　年　　　月　　　日　　　　才 　血液型　　　　　型　RH（　　　）

　出産予定日 　年　　　　月　　　　日 現在の妊娠週数　　　　　週　　　日

　通院中の医療機関 　保険証　 　（持参・紛失・自宅）

　妊婦氏名

　自宅　　勤務場所　　親戚・知人宅　（　　　　　　　　）避難所　他（　　　　　　　）不明

　自宅　　親戚・知人宅　　（　　　　　　　　　）避難所　　他（　　　　　　　　　　　　　）不明

　服用中の薬 　無・有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）持参　無・有

　自宅　　親戚・知人宅　　（　　　　　　　　　）避難所　　他（　　　　　　　　　　　　　）不明

　自宅　　親戚・知人宅　　（　　　　　　　　　）避難所　　他（　　　　　　　　　　　　　）不明

＊家族全員を記入 　自宅　　勤務場所　　親戚・知人宅　　（　　　　　　　）避難所　他（　　　　　　　　）不明

（　　　　　　　　　）

連絡先

夫

　自宅　　勤務場所　　親戚・知人宅　　（　　　　　　　）避難所　他（　　　　　　　　）不明＊一緒に入所する

　　 お子さんに丸印

情 報 書 （妊婦） 受付No.               　　　　　　　室

　自宅　　勤務場所　　親戚・知人宅　　（　　　　　　　）避難所　他（　　　　　　　　）不明

　出産予定の医療機関 帝王切開予定 無　・　有

　最後の妊婦健診日 　　　年　　　月　　　日　　異常　無・有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　現在の身長・体重 　身長　　　　　　cm   体重　　　　　　g　　　妊娠前の体重　　　　　g　　　　　　　　

　今までにかかった病気 　無・有（

　アレルギー 　無・有（

 

 
資料 10  情報書(母親) 
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ふりがな 今回の出産

　初めて　　２回目　（　　　　）回目

子供
男女　　才

子供

男女　　才

（　　　　　）

男女　　才

（　　　　　）

男女　　才

（　　　　　）

男女　　才

（　　　　　）

男女　　才

＊　今困っていること

（備　考）

　ひとり　　双子　　他（　　　　　）

　週　　　日

　自宅　　勤務場所　　親戚・知人宅　（　　　　　　　　　）避難所　他（　　　　　　　）不明

　自宅　　親戚・知人宅　　（　　　　　　　　　）避難所　　他（　　　　　　　　　　　　　）不明

　無・有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　持参　無・有　服用中の薬

連絡先

　自宅　　親戚・知人宅　　（　　　　　　　　　）避難所　　他（　　　　　　　　　　　　　）不明

　保険証　 　（持参・紛失・自宅）

　今回の出産年月日

（　　　　　　　　　）

　家族の所在

　年　　　　月　　　　日

　無・有

（普通・鉗子・吸引）分娩・帝王切開

　かかりつけの医療機関

　出産週数

　無・有（

今までにかかった病気

　治療中の病気 　無・有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　今回の赤ちゃんの数

　自宅　　親戚・知人宅　　（　　　　　　　　　）避難所　　他（　　　　　　　　　　　　　）不明

夫

　自宅　　勤務場所　　親戚・知人宅　　（　　　　　　　）避難所　他（　　　　　　　　）不明

  　　       室

＊家族全員を記入

　アレルギー

　生年月日 　　　年　　　月　　　日　　　　才 　血液型　　　　　　型　RH（　　）

　母親氏名

情 報 書 （母親） 受付No.         

＊一緒に入所する 　自宅　　勤務場所　　親戚・知人宅　　（　　　　　　　）避難所　他（　　　　　　　　）不明

　　 お子さんに丸印 　自宅　　勤務場所　　親戚・知人宅　　（　　　　　　　）避難所　他（　　　　　　　　）不明

 
 
資料 11  リスク表(母親) 
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　今回の妊娠中の検査結果と産後のことについてについてお答えください

病名

病名

病名

病名

　　　　妊娠中
　　産後のうつ症状

不明

リ ス ク 表 (母親)
受付No.           　　       室

（ 正常 ）　 （ 経過観察中 ）　 （ 治療中 )　（不明）

　母親の氏名

あり ・ 治療無 治療中

不明風疹抗体 ３２倍以上 １６倍以下

HTLV なし

あり ・ 治療無 治療中

不明HIV なし

治療中あり ・ 治療無

あり ・ 治療無 治療中

C型肝炎

あり ・ 治療無 治療中

母乳哺育予定　　　　無 ・ （　　　　　）か月まで

梅毒 なし

なし

   ＊　万一の緊急対応に必要な質問です。該当する欄に○をつけてください。

あり 

淋病 なし

ヘルペス なし

不明

不明

不明

不明

あり ・ 治療無 治療中

不明

なし

B型肝炎

（ 検査項目 ）

甲状腺機能異常 なし あり ・ 治療無 服薬中

貧血 なし あり ・ 治療無不明

糖尿病 なし

　　　　＊　記憶がはっきりしないものは「不明」の欄に○をつけておいてください。

服薬中

服薬中

不明

不明

不明

気管支喘息 なし あり ・ 服薬無　

精神疾患 なし あり ・ 服薬無　

不明慢性腎臓病 なし あり ・ 服薬無　

不明

なし あり ・ 治療無 通院 ・服薬中

心臓病

なし

なし

不明

血液疾患 なし あり ・ 服薬無　

    服薬終了

　　亢進症　・　低下症

　　　　　服薬中　 

あり ・ 服薬無　

服薬中

あり ・ 治療無

あり ・ 服薬無　 服薬中不明

服薬中

服薬中

てんかん なし あり ・ 服薬無　

インスリン治療中

不明

不明

尿蛋白

むくみ なし 時々ある いつもある

不明妊娠高血圧症候群 服薬中

不明

なし 時々陽性 いつも陽性不明

　　　 ワクチン接種　    　　未　・　済

備考

 
 
資料 12  情報書(乳児) 
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ふりがな

　　無 ・ 有

主な栄養法 　　　母乳　　　人工乳　　　離乳食　　幼児食　　　その他（　　　　　 　　）　　

医師から

注意されていること

□　インフルエンザ ｂ型（ヒブ）　　　　回　　□　肺炎球菌　　　　　回

□　みずぼうそう　　　　　　回　　□　おたふくかぜ　　 　 　　　　　回

□　日本脳炎　　　　　　  　回　　□　B型肝炎　　　　　  　　 　　 　回

　アレルギー 　無・有（　　　　　　　　　　　　　　　　　)  除去食 ( している ・ していない)

今までにかかった病気

　突発性発疹　　　はしか　　風疹　　　水ぼうそう　　　おたふくかぜ

　感染性胃腸炎　　　　　手足口病　　　　伝染性赤班（リンゴ病）

　その他

治療中の病気

□　　BCG  　　     　□　 ポリオ（生）　　　　回　  （不活化）　　　　回

最近の計測 身長　　　　　　　cm   体重　　　　　　　　g 　母子手帳　 （持参・紛失・自宅）

子のかかりつけの医療機関 　保険証　  　（持参・紛失・自宅）

　　　　第（　　　　　）子

子供の氏名 　血液型　　　　　　　型　RH（　　）

　　備　　考

　無・有　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

お子さんの異常

　 出生年月日 　年　　　　月　　　　日

母親氏名

妊娠中から出生後の 　無・有

　出生体重　　　　　　　　　　　　g

□　３種混合（DPT）　　　　回　  □　４種混合（DPT+ポリオ）　　　回
予防接種歴

□　その他

□　ロタウィルス　　　　　　回　　□　はしか風疹混合　　　　　 　　回

服用中の薬 　無・有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　持参　無・有

  　　       室

　今、お子さんのことで困っていること

　無・有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

情 報 書 （乳幼児） 受付No.         
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大規模災害時に向けた公衆衛生情報基盤の構築に関する研究 

分担研究報告書 

 

保健部門における EMIS 活用のあり方に関する研究 

 

研究分担者 鶴和美穂 国立病院機構災害医療センター臨床研究部 

 

研究要旨 

 災害急性期の医療を担う DMAT が情報発信、情報共有ツールとして救急医療情報シス

テム(EMIS)を使用している。このシステムは被災地内外の DMAT、行政が利用できるシ

ステムとなっており、適切かつ迅速な支援活動をおこなうためにも必要不可欠なシステ

ムとなっている。本システムにおいて、保健部門が活用すべき項目について検討、整理

をおこなった。病院被災情報、避難所情報、DMAT 本部情報は医療部門と保健部門が連

携を図るうえでも活用できる情報項目であると考えられ、保健部門への EMIS 使用方法

のさらなる普及、また実際に EMIS を利用した医療部門との連携訓練や研修が今後の課

題である。 

         

Ａ．研究目的  

 災害急性期にDMATや行政が扱う救急医療

情報システム（EMIS）において、保健部門

が活用すべき項目について明らかにする。 

 

Ｂ．研究方法 

 EMIS が平成 26 年８月に改訂された。その

改訂版 EMIS において、保健部門が災害時に

活用すべき項目について、埼玉県における

保健行政を含む保健関係者との健康危機管

理研修を通じて検証し、検討、整理をおこ

なった。 

（倫理面への配慮） 

配慮が必要となる研究に該当しない。 

 

Ｃ．研究結果、考察 

 ①医療機関被災情報：EMIS では被災地に

おける病院被災情報が共有できるシステム

となっている。病院被災情報においては、

緊急時入力情報と詳細入力情報に分かれて

おり、緊急時入力情報は各医療機関におけ

る安否情報に相当するため、できるだけ早

い入力、情報発信が各医療機関には求めら

れている。項目内容は「入院病棟の倒壊、

または倒壊の恐れがある」「ライフライン・

サプライ状況（電気、水道、医療ガス、医

薬品・衛生資器材）」「患者受診状況（多数

患者受診の有無）」「職員状況（職員不足の

有無）」となっており、発災後に保健行政が

収集する情報、また対応が求められる内容

が含まれており、これらの緊急時入力情報

項目は活用すべきであると考えられた。ま

た、迅速な支援活動に繋げていくためには、

できるだけ早く情報収集、ニーズの把握を

おこなうべきであり、EMIS を通じて医療と

保健行政が情報共有を図ることも重要であ

ると考えられる。 

 また詳細入力情報において、ライフライ

ン・サプライ状況項目では「自家発電機燃

料の残日数」「医療ガスの残日数」「食糧の

備蓄状況、残日数」「医薬品の残日数」など



細かい情報を入力できるようになっており、

保健行政が対応を求められる内容項目が含

まれている。よって、緊急時入力情報だけ

でなく、詳細入力情報も活用し、円滑な支

援対応に繋げていくことが保健行政には必

要ではないかと考えられた。 

②DMAT 本部情報：急性期の医療を担う DMAT

は、都道府県庁、災害拠点病院に本部を設

置する（図１）。 

 

図１ 

 
 

保健と医療の連携は必須であり、DMAT 本部

と各地域の保健部門は連携を取りながらの

活動が求められる。EMIS では、DMAT 本部の

設置場所、また DMAT 本部の連絡先を入手す

ることが可能であり、その部分でも EMIS の

活用は有効であると考えられた。 

③避難所情報：EMIS では避難所情報も取り

扱う。DMAT は避難所の評価や避難所での医

療保健活動をおこなうこともあり、その場

合にはEMIS上の避難所情報入力が利用され

る。実際に平成 26 年 11 月 23 日に発生した

長野県神城断層地震において、DMAT により

避難所情報入力がおこなわれ活用された。

この EMIS における避難所情報入力項目は、

全国保健師長会作成の避難所日報項目と整

合性をもたせた項目となっている。よって、

EMIS における避難所情報項目においても保

健部門は十分に活用できると考えられ、ま

た本項目に関して EMIS 上での情報共有、連

携を保健部門は医療部門と図る必要がある

と考えられた。   

  

D．結論 

 災害時の急性期医療を担うDMATや行政が

情報発信、情報共有ツールとして利用して

いる救急医療情報システム(EMIS)は、医療

だけではなく保健に関する情報も取り扱っ

ており、また医療部門との連携を図る上で

も有用なツールであることが明らかとなっ

た。しかし、EMIS の機能につき保健部門関

係者は十分に熟知しているとは言い難く、

また、医療部門と保健部門との連携のあり

方についても理解している保健部門関係者

は少ない。保健部門関係者への EMIS 使用方

法のさらなる普及、また実際に EMIS を使用

した医療部門との連携訓練、研修が今後の

課題である。 

 

E．研究発表 

○学会発表 

 鶴和美穂、近藤久禎、小井土雄一  

  大規模災害時におけるDMATと保健行政と

の連携、第 20 回日本集団災害医学会総会；

2015 年 2 月；東京 

 

F．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

なし 
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大規模災害に向けた栄養管理に関する研究 

 
  研究分担者  笠岡（坪山）宜代（独）国立健康・栄養研究所栄養疫学研究部 
  研究協力者  須藤紀子     お茶の水女子大学大学院 
         高田和子     （独）国立健康・栄養研究所栄養教育研究部 
         西信雄      （独）国立健康・栄養研究所国際産学連携センター 
          
 
研究要旨 
災害時には生命維持のため最低限の水とエネルギーの補給が不可欠であるが、災害の大

規模化、広域化により、被災者へ十分な食支援が出来ない状況が生じる。また、亜急性期
には栄養素の不足対策が必要となる。東日本大震災では全国的な管理栄養士・栄養士の災
害派遣が行われ、被災地での食・栄養支援を行ったが、栄養状態の避難所格差が生じた。
被災地全域の情報を迅速に収集し、栄養問題が生じている地域・施設に効率的な栄養支援
を行う必要がある。そこで、本研究では広域災害発生時に被災地全域の食・栄養状態を把
握することを目的として、災害時保健医療クラウドシステムに搭載する食事・栄養に関す
る調査項目を検討した。 
稼働中の災害時保健医療クラウドシステムに搭載されている項目および既存の 8種類

の災害時における避難所調査票から飲料水および食事に関連する項目を抽出し、フェーズ
毎に保健医療活動に必要とされる情報について優先的に調査すべき項目を整理した。 
急性期には、飲料水の不足状況および１日の食事提供回数を調査項目とした。亜急性期

以降は、主食およびおかずの提供状況、食事提供に係る環境、特別な栄養支援が必要な要
配慮者、管理栄養士等の人的スタッフの有無を調査項目とした。 
種々の職種が栄養管理に必要な情報を収集し、管理栄養士・栄養士につなぐことで迅速

かつ適切な栄養支援が実施され、被災者の生命および健康を維持できる。日本栄養士会災
害支援チーム（JDA-DAT）の養成訓練にも組み込まれることが期待される。 
 
 
A.目的 
東日本大震災を経て、避難所における

食・栄養問題は被災者の健康を維持する不
可欠な要因であることが再認識された。災
害時には生命維持のため最低限の水とエ
ネルギーの補給が不可欠であるが、災害の
大規模化、広域化により、被災者への十分
な食支援が出来ない状況が生じる 1)。一因
として、被災地における食料物資の量的不
足があげられる。また、物資が確保された
地域であっても、広範な被災地の避難所に
おける水および食事の提供状況が十分に
把握できず、支援物資の配給が偏り避難所
格差が生じていたことも報告されている
2)。また、乳幼児、高齢者、慢性疾患患者、
食物アレルギー患者等の特殊な食品を必
要とする災害時要配慮者に必要な物資が
届かないという問題も生じた。東日本大震

災では全国的な管理栄養士・栄養士の災害
派遣が行われ、被災地での食・栄養支援が
行われたが 3)、被災地全域の情報がすべて
把握できた状況ではなく、栄養状態の避難
所格差は十分には是正できなかった。 
さらに、医療の面から考えると、災害時に
は、医療ニーズ増大を抑制するために、新
たな患者の発生を防ぐことが極めて重要
である。その点で、公衆衛生の視点からの
被災地における栄養管理は、大きな役割を
担っている。 
保健医療福祉面からの避難所運営支援

においては、避難所に退避した被災者の健
康管理、避難所の環境衛生管理が主軸とな
る。災害時において被災地全域における支
援を的確に迅速に行うために、クラウド技
術を用いた保健医療福祉に関わる人的、物
的資源の把握が期待される。この中に、避
難所の飲料水および食事の提供状態を把



握するシステムを構築することで、避難所
間の食支援の格差を是正するとともに、必
要としている避難者に必要な食料食料物
資を届けることが可能となる。 
そこで、本研究では、広域災害発生時に

被災地全域の食・栄養状態を把握すること
を目的として、災害時保健医療クラウドシ
ステムに搭載する食事・栄養に関する調査
項目を検討した。 
 
B.研究方法 
現在、稼働中の災害時保健医療クラウド

システムに搭載されている項目および既
存の災害時のおける避難所調査票から飲
料水および食事に関連する項目を抽出し、
フェーズ毎に保健医療活動に必要とされ
る情報について優先的に調査すべき項目
を整理した。 
飲料水および食事に関連する項目の抽出
に用いた既存の調査票は以下である。 
1.ENVIRONMENTAL HEALTH ASSESSMENT FORM 
FOR SHELTERS for rapid assessment of 
shelter conditions during disasters 
(CDC, USA, 参考資料 1-2) 
2.Interagency rapid assessment 
form-Food security and nutrition (Care, 
参考資料 3) 
3.大規模災害における保健師の活動マニ
ュアル 避難所情報日報 様式 2（H25 年 
日本公衆衛生協会、全国保健師長会, 参考
資料 4） 
4.地域保健従事者の派遣支援活動ガイド
ライン 避難所の栄養摂取等状況調査表 
様式 6（H25 日本公衆衛生協会, 参考資料
5） 
5.東日本大震災・被災者健康診査アンケー
ト票 （厚生労働省, 参考資料 6） 
6.災害時の栄養・食生活支援マニュアル 
被災地状況把握シート（（独）国立健康・
栄養研究所、（公社）日本栄養士会, 参考
資料 7） 
7.避難所情報報告内容 （日本栄養士会災
害支援チーム活動マニュアル 基礎編, 
参考資料 8） 
8.被災地状況調査票（日本栄養士会, 参考
資料 9） 
 
C.研究結果 
既存の 8種類の避難所における調査票

を解析したところ、飲料水および食事提供
に関連する項目は 3種類に大別されるこ
とが分かった。１つ目は実際に避難所で提
供する飲料水および食料の量的把握を目
的とする項目である。２つ目は、提供方法
や提供に関連する設備等の項目（保存場所、
温度管理、衛生管理設備、調理設備）であ
る。３つ目は、特別な食品または配慮を必
要とする被災者および被災者を支援する
食・栄養専門職の有無を把握する項目であ
る。これらを、急性期（おおむね 72 時間
以内）における優先度を考慮し整理した結
果を表１に示した。急性期においては、生
命維持を最優先課題とし、最低限の飲料水
とエネルギー確保を目的とするため、飲料
水については、選択肢として 1.十分、2.
不足、3.無とした。アセスメントにおいて
は、飲料水が 3.無の避難所を最優先に支
援するとともに、2.不足の避難所について
も、給水車等の要請を速やかに行う必要が
ある。 
食事提供については、１日の食事回数を

調査し、選択肢として 1.0 回、2.1 回、3.2
回、4.3 回とした（表１）。災害時の食料
物資の配給は通常の食事とは異なり 1回
あたりの提供量が不安定であり、回数のカ
ウントは困難な場合も想定されるが、明ら
かに不足している避難所を把握すること
を急性期のアセスメントと位置づけた。そ
のため、1日の食事回数が 1回以下の避難
所を最優先に支援することが求められる。 
亜急性期以降のフェーズにおいては、エ

ネルギー確保に加えて栄養素の不足対策
が必要となることから、主食およびおかず
（主菜、副菜）の提供状況を朝・昼・夕別
に把握できる項目を追加した（表２）。さ
らに、お湯を沸かすことが出来るか否か、
情報を取りまとめて支援活動につなげる
ことのできる管理栄養士の存在の有無に
ついても項目としてあげた（表 3）。 
また、特別な食品や支援を必要とする災

害時要配慮者の把握項目においても高齢
者の中に、摂食嚥下障害を有する者がいる
か否か、食物アレルギー症や腎臓疾患患者
の有無についても追加した（表 3）。 
 
D.考察 
本研究において、災害時に被災地全域の

食・栄養管理を実施する上で、災害時保健



医療クラウドシステムに搭載する食事・栄
養に関する調査項目を検討した。 
食事の提供状況を正確に把握するには

複数種類の方法が存在する。しかしながら、
それらのいずれに方法においても、24 時
間の記憶を必要としたり、実際の食事量を
測定する等の煩雑な作業が必要となった
りする。災害時には、最小限の労力で情報
を収集し、即ちに支援が必要となる避難所
を割り出す必要があり、平常時に行われて
いる調査法をそのまま活用するのは不可
能である 4)。そこで、本研究では、急性期
および亜急性期以降にフェーズを区分し、
それぞれの時期における調査項目を作成
した。実際の災害現場においては、救命救
急の医師や DMAT 隊員も含む食・栄養の専
門職ではない職種がこれらの調査項目も
調べることを考え最低限の内容とした。 
厚生労働省は、東日本大震災の避難所で

の食事回数および必要な栄養素量の確保
を目的として、震災 1 カ月～3 カ月の間、
食事を提供する際の当面の栄養の参照量
を示している 5)（エネルギー、たんぱく質、
ビタミン B1、B2、C）。体内貯蔵量が少なく、
初期の段階で不足しやすい栄養素を抽出
したもので、災害時の栄養計画で優先すべ
き栄養素である。特にビタミン B1は、炭
水化物に偏った食生活では、代謝上補給が
必要となる。これらの栄養素レベルでの摂
取量や提供量を把握するには、本調査項目
では不可能であるが、おかずの提供回数が
少ない避難所では、上記の栄養の参照量を
満たすことは困難であるため、間接的なス
クリーニングツールとして活用すること
が望まれる。より詳細な栄養素レベルの調
査項目および調査方法については、今後検
討する必要がある。 
亜急性期の調査項目には、お湯を沸かす

ことが出来るかどうかの項目を入れた。東
日本大震災の避難所調査結果から、調理が
できる避難所およびガスが使える避難所
では食事状態が良好であることが報告さ
れている 2)。調理環境が整っていない避難
所を早期に発見し改善することが可能と
なり、被災者の栄養状態の改善につながる
と考えられる。 
また、災害時には、乳幼児、妊婦、授乳

婦、嚥下困難な高齢者、食物アレルギー患
者、疾病による食事制限が必要な病者（腎

臓病、糖尿病、高血圧など）、など食事に
特別な配慮が必要な被災者をできるだけ
早めに把握する必要がある。これらの被災
者は、不適切な食事の影響がより強く、長
期間生じる可能性がある。東日本大震災で
の栄養支援ニーズは、「ミルクまたは離乳
食の必要な乳幼児」が最も多く、次いで「高
齢・障害等で普通の食事が食べられない
者」であった 2)。本調査項目を用いること
でこれらの要配慮者を素早く見つけ出し、
即ちに支援につなげられることが期待さ
れる。 
災害時に管理栄養士が栄養管理に携わ

ることの重要性はいくつか報告されてい
る。大規模な避難所では食事提供状況が悪
いことが報告されているが 2)、大規模な避
難所であっても管理栄養士が献立作成や
食料物資の物流に携わっている場合には
食事状況が良好であった 6)。栄養の専門職
を効果的に活用することが望まれる。既に、
（公社）日本栄養士会では国内外で大規模
な地震、台風等の自然災害が発生した場合
に、迅速に被災地内の 医療・福祉・行政
栄養部門等と協力して栄養支援を行うこ
とを目的とした、日本栄養士会災害支援チ
ーム（JDA-DAT）を設立し、スタッフおよ
びリーダーを育成している 7)。東日本大震
災での管理栄養士・栄養士派遣の反省点を
踏まえ 8)、平常時から訓練された栄養の専
門職が養成されている。今後の大規模災害
において、被災地行政機関のもと、食・栄
養支援の現場レベル支援者として活躍す
ることが期待される。 
                                                                       
E.結論 
災害時に被災地全域の食・栄養管理を実

施する上で、災害時保健医療クラウドシス
テムに搭載する食事・栄養に関する簡易な
調査項目を作成した。 
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表１ 飲料水および食事の供給状況の調査項目（急性期、おおむね 72 時間以内） 
 

項目 選択肢 備考 

飲料水 
十分/不足/無 十分の目安は１日

1.5L 

１日の食事回数 
0 回/１回/2 回/3 回  

 



表 2 飲料水および食事の供給状況の調査項目（亜急性期） 
 
 

項目 選択肢 備考 

飲料水 
十分/不足/無 十分の目安は１日 1.5L 

１日の食事回数 
0 回/１回/2 回/3 回  

主食提供 

 
朝/昼/夕 

 

おかず提供 
 
朝/昼/夕 

 

 



表 3 現行の災害時保健医療クラウドシステムに搭載されている項目における食事関連項
目の修正内容 
 

大分類 中分類 小分類 情報種別 

組織や活動 

医療の提供状況  
→ 管理栄養士の活動 
  を追加 

 
選択肢（有/無） 

環境的側面 

設備状況と衛生
面 

調理設備 
 
→ お湯を沸かす 
  に変更 

選択肢（無/有 使用可/有 
使用不可） 
 
→ 選択肢（可/不可） 
  に変更 

配慮を要す
る人 

高齢者 
幼児・児童 
障害者 

 
→ うち摂食嚥下障害 
  を追加 

 
数字 

配慮を要す
る人 

アレルギー症患
児・者 
 
→ 食物アレル
ギー症患児・者 
に変更 

 数字 

配慮を要す
る人 

 
→ 腎臓疾患者 
  を追加 

 数字 

まとめ 

 
→ 食事状況 
  を追加 

 文字 

 



 
参考資料１ ENVIRONMENTAL HEALTH ASSESSMENT FORM FOR SHELTERS for rapid assessment 
of shelter conditions during disasters (CDC, USA) 

 
 



参考資料１ ENVIRONMENTAL HEALTH ASSESSMENT FORM FOR SHELTERS for rapid assessment 
of shelter conditions during disasters (CDC, USA)の拡大版（飲料水、食料箇所抜粋） 
 
 



 
参考資料２ Environmental Health Shelter Assessment Form Instruction Sheet 

 
 
 



 
参考資料２ Environmental Health Shelter Assessment Form Instruction Sheet の拡大
版（食料、引用水箇所抜粋） 
 



参考資料３ Interagency rapid assessment form-Food security and nutrition (Care) 
 

 
 
 



参考資料３－２ Interagency rapid assessment form-Food security and nutrition (Care) 
 

 
 
 



参考資料４ 大規模災害における保健師の活動マニュアル 避難所情報日報 様式 2（H25
年 日本公衆衛生協会、全国保健師長会） 

 



参考資料５ 地域保健従事者の派遣支援活動ガイドライン 避難所の栄養摂取等状況調査
表 様式 6（H25 日本公衆衛生協会） 
 

 
 



参考資料６ 東日本大震災・被災者健康診査アンケート票 （厚生労働省） 
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参考資料９ 被災地状況調査票（日本栄養士会） 
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